
事務事業評価の評価結果について（平成27年度の事業に対する評価）

環境部 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成28年度
以降の事業
の方向性

所見

環境政策課
環境総務
事務事業

　津市環境基本条例に基づき策
定した環境基本計画の運用及び
進行管理をはじめ、環境学習の
一環として環境フェアの開催や
山川海ネットワーク事業、エコ
パートナー推進事業の実施等、
環境政策の企画及び推進に関す
る総括事務を遂行します。

環境基本計画
の着実な推進

環境基本計画の着実な推
進

・市民・事業者・
市、各主体間の協働
体制の確立

・市民・事業者・市、各
主体間の協働により、計
画の進行管理を図ること
ができました。

3

　総合計画、環境基本計
画における重点プログラ
ム（重点施策）となって
いる環境施策の推進を図
ることができました。

現状維持

　津市環境基本条例に基
づき策定した環境基本計
画の運用、進行管理、環
境学習として環境フェス
タの開催、山川海ネット
ワーク事業の実施等、環
境政策の企画及び推進に
引き続き取り組みます。

環境政策課
新エネル
ギー利用
推進事業

地球温暖化対策の一環として、
化石燃料の代替エネルギーとし
ての新エネルギーの利用促進を
図ります。

新エネルギー
導入量

津市地域新エネルギービ
ジョンに基づく新エネル
ギーの導入は、循環型社
会の形成につながると考
えられます。

73,100
Kw

214,500
Kw

ホームページや環境
フェスタなどの機会
に新エネルギー導入
の必要性や効果等に
ついての情報発信を
行い、市民の意識の
高揚を図り、新エネ
ルギーの更なる導入
促進に努めます。

本市の地域特性を活か
し、国の固定価格買い取
り制度を活用した民間事
業者によるメガソーラー
や風力発電施設の設置に
より数値目標を大きく上
回ることが出来ました。

4

補助金交付制度による新
エネルギー利用設備の設
置促進及び民間事業者に
よるメガソーラーや風力
発電施設の設置により、
目標値を上回ることがで
き、地球温暖化対策に貢
献することができまし
た。

拡充・充
実

新エネルギーは、地球温
暖化防止の観点から化石
エネルギーの代替エネル
ギーとして導入促進が強
く望まれているところで
あり、国の新エネルギー
施策の動向を踏まえ、よ
り効果的な利用促進方法
のあり方について検討を
進めます。

環境政策課

環境マネ
ジメント
システム
推進事業

本市の事務事業に係る環境への
負荷の低減を図るとともに、市
民版環境マネジメントシステ
ム、事業所向けの三重県版環境
マネジメントシステムの普及促
進を図り、環境と共生するまち
づくりを目指します。
また、市民エコ活動センターに
おいて、市民との協働でエコ講
座やフリーマーケット等の事業
を実施し、環境意識の高揚を図
ります。

システムの維
持・改善によ
る本市の環境
マネジメント
システムの確
立

本市の環境マネジメント
システムの確立及び市民
が容易に取り組める仕組
みをつくるためにシステ
ムの維持改善を指標とし
ます。

システムの維持改善
システムの適切な運用を
行いました。

3

環境マネジメントシステ
ムの適切な運用により本
市の事務事業において継
続的に環境に配慮した取
り組みを進めたほか、市
民版・三重県版環境マネ
ジメントシステムの普及
啓発を行い、市民・事業
所における自主的な環境
負荷低減の取り組みを進
めることができました。

現状維持

環境意識の高揚、環境負
荷の低減の推進するため
には、継続して事業を実
施することが重要であ
り、市、市民、事業所が
一体となって、より一層
事業を進めていきます。

環境政策課
清掃総務
事務事業

各種協議会において国、県、他
自治体などと情報交換等を行う
ことにより連携を強化するとと
もに、清掃業務全般の円滑な事
務処理を図ります。

国、県、他自
治体との連携
強化

国、県、他自治体等との
連携強化を図ることを指
標とします。

国、県、他自治体と
の連携強化

全国都市清掃会議等に参
加し、情報交換、連携強
化を図りました。

4

国、県、その他地方公共
団体との更なる連携を図
り、情報の共有により清
掃業務の円滑な事務処理
を図ることができまし
た。

現状維持

円滑に業務を推進してい
くには、情報交換等の機
会は必要であり、現状の
とおり継続します。

環境政策課
ごみ減量
対策事業

ごみの減量化と再資源化の推進
を図ります。

３R（抑制、
再使用、再生
利用）の推進

ごみの減量化と再資源化
の推進を図るために、３
R（抑制、再使用、再生
利用）の推進を指標とし
ます。

３R（抑制、再使
用、再生利用）の推
進

ごみ排出量は、年々増加
傾向にあり、事業系一般
廃棄物の増加が主な要因
となっています。
リサイクル率について
は、年間リサイクル量
が、徐々に増加し、昨年
度はゴミ排出量が抑制さ
れたことにより２２．
４％から２３．６％(２７
年度）に増加しました。

3

１人当たりのゴミ排出量
は、環境基本計画におけ
る目標値と同程度である
が、リサイクル率は、目
標値を下回っており、新
たな取り組みが必要であ
る。

拡充・充
実

平成２８年度に開設した
リサイクルセンターに合
わせ、新たな分別方法、
収集体制等により平成２
８年度からのリサイクル
率の向上に努めます。

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成27年度） 事業の評価 所管課長等による評価
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環境保全課
環境保全
事務事業

　市民の生活環境を保全すると
ともに、環境への理解を深める
ため、環境教育の推進、公衆浴
場組合への補助、小規模飲料水
供給施設布設事業補助金の交
付、空家台帳の管理等を行いま
す。

各行事の参加
者数及び小規
模飲料水供給
施設布設事業
補助金による
飲料水の確保

　各行事において、前年
度実績を基本として、で
きる限り参加者数の増加
を図ります。
　上水道が未整備の地区
において市民が生活の基
盤である飲料水を確保す
ることを指標とします。

210人 216人

　各行事において、
前年度実績を基本と
して、できる限り多
くの市民に各行事に
参加してもらえるよ
う広報等に努めま
す。
　上水道が未整備の
地区における飲料水
確保のため、小規模
飲料水供給施設布設
事業補助金の有効活
用に努めます。
　津市公衆浴場に対
する補助金交付要綱
に基づき、浴場に要
した水道料金相当額
の２分の１を限度と
して、津市公衆浴場
組合に対し、補助金
を交付することで、
利用機会の減少防止
に努めます。

　水生生物調査学習会に
ついては、年々参加者が
増加しており、環境学習
に対する意識が向上して
いるように思われます。
一方で、自然観察会の参
加者数は少なかったた
め、広報の仕方等工夫が
必要です。
　小規模飲料水供給施設
布設事業補助金を1施設1
件交付し、5世帯の飲料
水が確保できました。
　津市公衆浴場に対する
補助金交付要綱に基づ
き、津市公衆浴場組合に
対し補助金を交付しまし
た。

4

　市民の生活環境を保全
するとともに、環境への
理解を深めるため、環境
教育の推進、公衆浴場組
合への補助、小規模飲料
水供給施設布設事業補助
金の交付等を実施するこ
とができました。

現状維持

　市民一人ひとりが環境
への理解を深めることが
できるよう、環境教育・
学習を通し市民に啓発し
ていきます。
　上水道が未整備の地域
において市民の飲料水を
確保するため、小規模飲
料水供給施設布設事業補
助金を交付します。
　市民の公衆浴場利用の
機会の確保を図ることに
より、公衆衛生の向上及
び健康の増進に寄与する
ため、公衆浴場組合補助
金を交付します。

環境保全課
環境調査
事業

　市内の大気、水質、ダイオキ
シン類等の環境調査を行い、調
査結果をホームページに掲載し
ます。
　環境保全に関する協定書の締
結、工場・事業場等の監視、指
導を行います。
　また市民からの公害に係る相
談及び苦情処理を行います。

環境測定地点
において環境
基準を達成し
ている地点の
割合

市内における大気、水
質、工場排水、ゴルフ場
からの放流水、ダイオキ
シン類等に関わる状況把
握を行い、それぞれの項
目における達成率の目標
値を定めることとしま
す。表記は環境基準達成
地点数／環境測定地点数
で表します。

100% 87.6%

　概ね環境基準をクリア
しており、調査、監視、
指導の結果が出ているも
のと判定できます。

4

　市内の大気、水質、騒
音、振動、ダイオキシン
類等の環境調査を行い調
査結果を報告すること
で、市民の安心、安全と
快適な環境の保全に努め
ることができました。
　環境保全に関する協定
書の締結、工場・事業場
等の監視、指導を行いま
した。
　また市民からの公害に
係る相談及び苦情処理を
行いました。

現状維持

　継続的に環境調査、工
場・事業所等の監視、指
導等を行い、市民の安
心、安全と快適な環境の
保全に努めていきます。

環境保全課
墓地管理
事業

　　墓地、埋葬等に関する法律
に基づき、公衆衛生の向上その
他公共の福祉に供することを目
的に、市営墓園の管理、運営を
行うとともに、墓地等の経営許
可等に関する事務を行います。

墓園の適正な
維持管理

市営墓園の草刈り清掃等
を実施し、適正な管理を
行い、利用者が良好な環
境で利用できるよう努め
ます。

墓園の適正管理を行
います。

市営墓園の草刈り清掃
等、適正な管理を行いま
した。

4

　市営墓園の草刈・清
掃、浄化槽の点検等を行
うことにより、適切な管
理、運営を行うことがで
きました。また、津市営
墓園の設置及び管理に関
する条例等に基づく事務
事業についても適正に実
施することができまし
た。

現状維持

今後も市営墓園の管理、
運営及び墓地等の経営許
可等に関する事務を適正
に行っていく必要があり
ます。
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環境保全課
犬猫適正
飼育対策
事業

  狂犬病の発生、蔓延を防止す
るため、狂犬病予防法に基づく
犬の登録、狂犬病予防注射済票
の交付、登録原簿の管理を行う
とともに、獣医師会の協力のも
と、狂犬病予防集合注射を実施
します。
　また、良好な生活環境を保持
するため、ペットのフンや鳴き
声等の相談対応、犬及び猫の適
正飼育に関する啓発を行いま
す。

狂犬病予防注
射実施率

狂犬病の発生、蔓延を防
止するため、狂犬病予防
注射実施率の向上を図り
ます。
数式）　当該年度予防注
射実施数÷当該年度末登
録数

75% 76.3%

目標は達成できました
が、今後も実施率向上に
向けて、狂犬病の恐ろし
さ、予防注射の必要性を
広報紙、ケーブルテレビ
等で詳しく周知啓発を
行っていきます。

4

　犬の登録、狂犬病予防
注射済票の交付等を適正
に行うことができまし
た。
　また、ペットのフンや
鳴き声等の相談対応、広
報やケーブルテレビでの
犬及び猫の適正飼育に関
する啓発を行うなど、市
民の良好な生活環境の保
持に努めることができま
した。

現状維持

　犬の登録、狂犬病予防
注射済票の交付等を適正
に行っていくとともに、
ペットのフンや鳴き声等
の相談対応、広報やケー
ブルテレビでの犬及び猫
の適正飼育に関する啓発
に引き続き取り組んでい
きます。

環境保全課
そ族昆虫
駆除事業

　地域でのそ族昆虫の発生を抑
制するため、そ族昆虫に関する
相談に対応し、必要に応じて自
治会の協力のもと駆除を実施し
ます。
　また、ハチ防護服の貸し出し
を行います。

自治会協力の
もと、そ族昆
虫の駆除

そ族昆虫の発生を抑止
し、公衆衛生の向上を図
るため、そ族昆虫に関す
る相談に対応し、必要に
応じて自治会協力のもと
駆除を行います。

公衆衛生の向上を図
るため自治会協力の
もと駆除を行いま
す。

自治会の協力のもと適切
に実施した結果、そ族昆
虫の発生を抑え、公衆衛
生の向上を図ることがで
きました。

4

　地域でのそ族昆虫の発
生を抑制するため、自治
会の協力のもと駆除を実
施しました。
　また、ハチ防護服の貸
し出しを行い、公衆衛生
の向上を図ることができ
ました。

現状維持

　そ族昆虫に関する相談
への対応、必要に応じた
自治会の協力のもとでの
駆除等を実施し公衆衛生
の向上を図ります。

環境事業課

し尿処理
施設管理
運営事業
（津市ク
リーンセ
ンターく
もず）

管内の家庭及び事業所等から搬
入される、し尿及び浄化槽汚泥
を衛生的、かつ適正に処理し、
健全な施設運営を図ります。

し尿及び浄化
槽汚泥の安全
かつ安定的処
理

し尿及び浄化槽汚泥の安
全かつ安定的な処理を指
標とします。

28,093
㎘

し尿及び浄化槽汚泥
の安全かつ安定的処
理

・平成２６年度末をもっ
て、松阪市との事務委託
が廃止されたことによ
り、搬入量は減少するは
ずであったが、大型浄化
槽等の津市帰属時に伴う
清掃汚泥の一時的大量搬
入があり増加となってい
ます。

4

・年間処理量は公共下水
道、農業集落排水事業等
の普及で年々減少傾向で
あった搬入汚泥も落着き
始めており、平成２７年
度より松阪市との事務委
託が廃止となり減少する
見込みであったが、下水
道供用地域から外れた地
域の浄化槽で津市帰属時
に伴う清掃汚泥の一時的
な大量搬入があり、安
芸・津衛生センター同様
増加となりました。ま
た、施設の運転管理につ
いては、運転業務民間移
行後も、地元等との調整
を図りながら、し尿及び
浄化槽汚泥を衛生的、か
つ適正に処理し、健全な
施設運営ができました。

現状維持

・効率的な運転管理を実
施し、地元等との調整を
図りながら、し尿や浄化
槽汚泥を衛生的、かつ適
正に処理し、健全な施設
運営を行います。
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成28年度
以降の事業
の方向性

所見
課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成27年度） 事業の評価 所管課長等による評価

環境事業課

し尿処理
施設管理
運営事業
（津市安
芸・津衛
生セン
ター）

管内の家庭及び事業所等から搬
入される、し尿及び浄化槽汚泥
を衛生的、かつ適正に処理し、
健全な施設運営を図ります。

し尿及び浄化
槽汚泥の安全
かつ安定的処
理

し尿及び浄化槽汚泥の安
全かつ安定的な処理を指
標とします。

69,573
㎘

し尿及び浄化槽汚泥
の安全かつ安定的処
理

・搬入量において２月期
までは昨年度並みであっ
たが、３月に入り大型浄
化槽清掃汚泥の搬入が集
中し過去最多となったこ
とから、施設の運転に支
障をきたさないよう計画
的な清掃実施を要請しま
した。

4

・浄化槽の適正管理及び
下水道供用地域から外れ
た、津市帰属時に伴う大
型浄化槽の清掃汚泥の大
量搬入、及び合併浄化槽
の普及に伴い、搬入量は
減少することなく増加と
なり、公共下水処理施設
供用開始に伴う下水道接
続状況が安定するまでは
この状態が続くものと想
定しております。このよ
うなことから、収集業者
に対し大型浄化槽清掃時
には、集中しない様計画
的な収集を行うよう協力
要請をしました。また、
施設の運転管理について
は、運転業務民間移行後
も地元等との調整を図り
ながら、し尿や浄化槽汚
泥を衛生的、かつ適正に
処理し、健全な施設運営
ができました。

現状維持

・効率的な運転管理を実
施し、地元等との調整を
図りながら、し尿や浄化
槽汚泥を衛生的、かつ適
正に処理し健全な施設運
営を行います。

環境事業課
ごみ収集
事業

　家庭ごみの収集運搬業務（直
営及び民間委託）をステーショ
ン方式により実施するととも
に、「ごみダイエット塾」等を
通じて、ごみの分別、排出指導
及び啓発を行います。
　また、自治会管理のごみ一時
集積所の設置等について、補助
金を交付します。

ごみの分別、
排出マナー等
の徹底

ごみの分別、排出マナー
等の徹底

地域住民に対する
「ごみダイエット
塾」の実施及びチラ
シ等による啓発活動
や訪問指導を行いま
す。
小学校４年生を対象
とした「環境学習」
の継続実施を行いま
す。

［分析］
・ごみダイエット塾
　12回開催
　778人参加
　チラシ833部配布
・環境学習
　ごみ収集事業のあり
　方を見直したことから
　実施できませんでし
た。

3

　ごみの効率的な収集体
制を確保するとともに、
ごみの分別・排出指導及
び啓発を行いました。
　また、小学校４年生を
対象とした「環境学習」
は、ごみ収集事業のあり
方を見直したことから実
施できませんでした。

現状維持

　ごみの分別や排出マ
ナーの徹底を図るととも
に、ごみの効率的な収集
に今後も努めていきま
す。

環境事業課
ごみ収集
車両管理
事業

車両の適正な維持管理に努め、
安全運行を確保し、効率的な収
集を行うとともに、車両の計画
的な更新を行います。

交通事故・公
務災害件数の
削減

交通事故・公務災害を削
減するため、交通事故及
び公務災害件数「ゼロ」
を目指します。

0件 3件

［実績］
・交通事故　・・・1件
・公務災害　・・・2件

［分析］
・交通事故は、過失割
 合1％のもらい事故
・公務災害は、収集作
 業における怪我等

3

　車両の日常的な維持管
理及び定期点検の実施に
より、車両の耐久性を維
持し、作業の安全性を確
保しました。

現状維持

　平成２７年度に大型塵
芥車１台及び平積トラッ
ク１台を購入し、今後も
車両の適正な維持管理の
継続実施により、作業の
安全性の向上に努めま
す。

環境施設課

ごみ処理
施設管理
運営事業
（クリー
ンセン
ターおお
たか）

市内の家庭や事業所から排出さ
れる燃やせるごみを適正に焼却
処理し安心・安全な運転管理及
び維持管理を行います。

ごみ焼却施設
の安全かつ安
定的管理

市民生活において日々発
生する「燃やせるごみ」
を衛生的かつ適正に処理
するには、施設の安全か
つ安定的管理を指標とし
ます。

ごみ焼却施設の安全
かつ安定的管理

地元との調整を図りなが
ら、年間ごみ処理計画を
策定し、衛生的かつ適正
に処理することにより、
経済的で効率の良い施設
運営を行うことができま
した。

4

地元との調整を図りなが
ら、年間ごみ処理計画を
策定し衛生的かつ適正に
処理することにより、経
済的で効率の良い施設運
営を行うことができまし
た。
施設の維持管理について
は点検整備業務で重要度
の高い設備から順次更新
を進めることができまし
た。

現状維持

安全かつ安定的な施設運
営管理を行うことが地元
の信頼に繋がると考えて
います。
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環境施設課

ごみ処理
施設管理
運営事業
（死亡獣
等焼却処
理場）

市内道路上で死亡した動物の適
正な焼却処理

死亡獣の適正
な焼却処理

一般廃棄物となる市内道
路上で死亡した動物の衛
生的かつ適正な焼却処理

死亡獣等の衛生的か
つ適正な処理

道路上等で死亡した死亡
獣等を衛生的かつ適正に
焼却処理できました。

4

道路上及び市有地等で死
亡した死亡獣等を、一般
廃棄物焼却炉として整備
した施設において、地元
自治会に運転管理を委託
し衛生的に安定して焼却
処理できました。

現状維持

衛生的かつ安定した焼却
処理が行えるよう施設維
持管理を実施し、地元自
治会との信頼関係を築く
ことが、適正な処理に繋
がると考えます。

環境施設課

リサイク
ルセン
ター建設
事業

　津市の一体的なごみ処理の適
正化を図るため、片田田中町地
内への中間処理施設建設を推進
します。

リサイクルセ
ンター施設整
備

平成２８年度のリサイク
ルセンターの供用開始を
目指します。

計画に基づく事業の
推進

リサイクルセンター建設
工事の本体工事では試運
転後性能試験を終了し完
成しました。また、付帯
施設においてもすべて完
成し、平成２８年４月１
日から供用を開始できま
した。

4

リサイクルセンター建設
の本体建設工事を継続し
て進めました。
平成２７年度は、本体建
設工事の建屋及び設備工
事を進め、試運転調整及
び性能試験を行い工事が
完成しました。また、付
帯施設の建設にも着手し
すべて完成し、平成２８
年４月１日からの供用の
開始を行いました。

廃止

計画に基づき平成２５年
度から平成２７年度まで
の３カ年継続事業により
建設工事を実施し、平成
２８年４月１日からの供
用開始が出来、事業が完
了しました。

環境施設課

　ごみ処
理施設管
理運営事
業（西部
クリーン
　セン
ター）

　市内の家庭や事業所から排出
された燃やせるごみを適正に焼
却処理し、安全、安心な施設の
運転管理及び維持管理を行いま
す。

ごみ焼却施設
の適正な運営
管理

市民が安心して生活が送
れるように、ごみ処理業
務の適正な運営管理と長
期的に安定かつ衛生的な
施設を指標として目指し
ます。

・安全安心な施設へ
向けての維持整備

・施設の適正かつ効
率的な運営管理

・地域住民との情報
共有

・施設の長寿命化事業が
スタートして３年目で、
設備の更新整備項目の一
部見直しを行いました。

・職員と運転委託業者
が一体となって業務　調
整を図り、適正かつ　効
率的な運営管理ができま
した。

・地元とは操業に関する
協議会を通じて積極的に
情報提供に努め、信頼関
係を保つことができまし
た。

4

　年間のごみ処理計画を
策定し、周辺地元との連
絡調整を図りながら、適
正かつ衛生的に焼却処理
することで、年間を通し
て効率の良い施設運営を
行うことができました。
　また、施設の維持整備
についは、延命化対策と
して、特に老朽化に伴う
緊急性或いは重要度の高
いものを精査し、優先的
に進めることができまし
た。

現状維持

今後も、安全安心な施設
を目指して、適正かつ安
定的な管理、運営に努め
ます。

環境施設課
新最終処
分場建設
事業

　津市の一体的なごみ処理の適
正化を図るため、現在の一般廃
棄物最終処分場である白銀環境
清掃センター埋立地に代わる新
たな最終処分場として、安全、
安心かつ地域や自然と調和した
新最終処分場を美杉町下之川地
内へ建設し、平成２８年４月か
ら第１期分の供用を開始し、平
成２８年度より第２期分の建設
推進を図ります。

安全、安心か
つ地域や自然
と調和した新
最終処分場の
着実な建設推
進

現在の一般廃棄物最終処
分場である白銀環境清掃
センター埋立地の使用期
限が平成28年3月末であ
ることから、同年4月か
らの新最終処分場の第１
期分の供用に向け、着実
に建設工事を推進しま
す。平成28年度からは第
１期に引き続き第２期の
建設を推進します。
また、環境に配慮するた
め、建設工事、供用に際
し、継続して環境影響評
価事後調査を行い、周辺
環境への影響について監
視します。

≪建設工事の推進≫
全体埋立容量約18
万㎥のうち第1期と
して約9万㎥の埋立
槽を平成28年3月
末までに建設し、同
年4月から供用しま
す。また、第1期に
引き続き第2期の建
設を推進します。
≪環境への配慮≫
環境影響評価書
(H25.3)に基づき事
後調査を実施し、周
辺環境への影響を監
視します。

≪建設工事の推進≫
新最終処分場等施設建設
工事出来高（１期分）
　H27年度計画:100%
     　　　　実績:100%
≪環境への配慮≫
環境影響評価事後調査実
施項目
　騒音、低周波音、水
質、地下水、猛禽類（鳥
類）、両生類、昆虫類、
クモ類、維管束植物、車
軸藻類等

4

建設工事の推進について
は、工事請負契約に基づ
く年度別出来高分を施工
することができました。
環境への配慮について
は、建設工事に先立ち、
学識者の指導を得て重要
な動植物の移動移植を行
い保全措置を講じると共
に、建設工事と並行して
水質等のモニタリングを
実施し、周辺環境に著し
い影響を及ぼした可能性
が無いことを確認するこ
とができました。

現状維持

平成25年度から建設工事
に着手し、環境影響評価
事後調査の実施により周
辺環境に著しい影響を及
ぼしていないことを確認
しながら着実に事業を推
進することができまし
た。
平成28年4月からの供用
及び第2期の建設に向
け、平成2８年度以降も
引き続き周辺環境に配慮
しながら計画的に事業を
推進していきます。
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環境施設課

ごみ処理
施設管理
運営事業
（白銀環
境清掃セ
ンター）

・津市内から排出された不燃、
粗大ごみ処理施設
・津市内の家庭から排出された
一般廃棄物（不燃ごみ）の最終
処分及び資源ごみのリサイクル
処理を衛生的かつ適正に行いま
す。

家庭から排出
された一般廃
棄物（不燃ご
み）の最終処
分及び資源ご
みのリサイク
ル処理

住民の生活が安全で安心
できるように施設の適正
な維持管理を行います。

廃棄物の分別の徹
底、適正なリサイク
ル処理、埋立処分。

的確な施設整備により効
率的にごみの分別リサイ
クルを図ります。

4

平成２８年度の閉鎖に向
け計画的に効率よく施設
の維持管理を実施できま
した。

現状維持

処分場の適正な管理に努
め施設閉鎖後の施設解体
及び跡地利用等につい
て、地元調整を図りなが
ら効率的に施設運営を行
います。
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